６．仕事と家庭の両立支援

＜労働組合としての活動＞
企業主導型保育事業の活用
「企業主導型保育事業助成金」を活用し、企業単独、グループ企業共同で、もしくは工業団地や地域の事業所が共同して保育所を設置するよう、地元産業界・企業に提案していく。

　背景説明
企業主導型保育事業に関しては、2019年３月時点で3,817施設、定員86,354人に達し、保育の受け皿として主要な役割を担うに至っており、2020年度の国の予算案でも、前年を12.5％上回る2,269億円が用意されています。一方、助成決定後に取りやめたところ252施設、破産・民事再生等10施設、休止12施設など、保育の質、事業の継続性・安定性、事業運営の透明性、指導監査など自治体との連携不足などが課題とされています。労働組合として、すでに設置されている施設について、企業や施設との連携を深め、質の向上に向けて関与を強めつつ、新規の開設を促進していくことが重要です。

資料39　企業主導型保育事業に対する助成の内容
[image: ]
(注)1.2019年10月の幼児教育・保育無償化により、無償化対象の利用児童の利用者負担相当額について、「施設利用給付費」が新設された。
2.資料出所：内閣府、公益財団法人児童育成協会


＜自治体・地方議員への要請項目＞
学童保育の拡充と、保育士、学童保育指導員（放課後児童支援員）の賃金・労働諸条件改善
学童保育未設置校区の学童保育設置を進めていくこと。
学童保育の質の改善に向け、運営主体は公立公営、社会福祉協議会、学校法人、社会福祉法人、民間企業を基本とすること。
「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」において、これまで「従うべき基準」とされてきた学童保育指導員（放課後児童支援員）の数および資格の基準について、引き続きこれを厳守するよう、市区町村に対し強力に働きかけること。（補強）
保育士、学童保育指導員の賃金・労働諸条件について、人命を預かる重責に相応しい水準の確保に向けて改善を図っていくこと。

　背景説明
学童保育待機児童数は、2019年に前年比7.2％増と大幅増加が続いています。公立小学校の校区の中で未設置校区の比率は、全体では14.3％に低下してきましたが、都道府県によっては、３割以上になっているところもあります。地域の状況を確認の上、必要な場合には強力な取り組みが必要となります。
2020年４月より、これまで「従うべき基準」とされてきた、
・放課後児童支援員の数は、支援単位（部屋）ごとに２人以上（うち一人を除き、補助員が代替可）
・放課後児童支援員は、次のいずれかに該当する者であって、都道府県知事が行う研修を終了したもの
　　　①保育士②社会福祉士③教諭④児童福祉事業従事者（２年以上）⑤大学の社会福祉学等修了卒業者等⑥放課後児童健全育成事業の類似事業従事者（２年以上）⑦放課後児童健全育成事業従事者（５年以上）
・支援員等は専ら支援の提供に当たる（利用者が20人未満の場合で、支援員のうち一人を除いた者又は補助員については同一敷地内にある他の事業所等に従事し、支援に支障がない場合は兼務可）
という学童保育指導員に対する基準が「参酌すべき基準」に格下げされ、市区町村の判断によって、資格のない者によるいわゆるワンオペレーションも可能な状況となってしまいました。
＊学童保育では、１年生から６年生まで幅広い学年の児童が１部屋で過ごしている場合もあり、とりわけ１部屋40人を超えているところが４割近くに達していること。
＊学童保育では、計画的な時間管理に基づき、児童の学年やニーズに即して勉強や遊びの指導が行われていること。
＊病気やケガが発生した場合、緊急処置や病院への搬送を行わなければならず、災害発生時の対応も必要なこと。
＊放課後児童支援員は指導の準備や片付けはもとより、施設の清掃なども行っている場合があること。
などからすれば、ワンオペレーションでの運営は到底不可能であり、従来の「従うべき基準」を引き続き遵守するよう、市区町村に対し強く働きかけていくことが不可欠です。
なお、国の「放課後児童支援員等処遇改善等事業」、「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業」を活用している市町村はそれぞれ300超の自治体に止まることから、その活用拡大が必要です。
[image: ]
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資料42　学童保育における「従うべき基準」の廃止
＜従　来＞
従うべき基準
・放課後児童支援員の数は、支援単位ごとに２人以上（うち一人を除き、補助員が代替可）
・放課後児童支援員は、次のいずれかに該当する者であって、都道府県知事が行う研修を終了したもの
　①保育士②社会福祉士③教諭④児童福祉事業従事者（２年以上）⑤大学の社会福祉学等修了卒業者等⑥放課後児童健全育成事業の類似事業従事者（２年以上）⑦放課後児童健全育成事業従事者（５年以上）
・支援員等は専ら支援の提供に当たる（利用者が20人未満の場合で、支援員のうち一人を除いた者又は補助員については同一敷地内にある他の事業所等に従事し、支援に支障がない場合は兼務可）
参酌すべき基準（主なもの）
・専用区画の面積は、児童１人につきおおむね1.65㎡以上
・一の支援の単位を構成する児童数（集団の規模）は、おおむね40人以下
・開所時間は原則平日３時間以上、土日長期休業期間等は８時間以上
・開所日数は原則１年につき250日以上

＜2020年４月以降＞
参酌すべき基準（主なもの）
・専用区画の面積は、児童１人につきおおむね1.65㎡以上
・一の支援の単位を構成する児童数（集団の規模）は、おおむね40人以下
・開所時間は原則平日３時間以上、土日長期休業期間等は８時間以上
・開所日数は原則１年につき250日以上
・放課後児童支援員の数は、支援単位ごとに２人以上（うち一人を除き、補助員が代替可）
・放課後児童支援員は、次のいずれかに該当する者であって、都道府県知事が行う研修を終了したもの
　①保育士②社会福祉士③教諭④児童福祉事業従事者（２年以上）⑤大学の社会福祉学等修了卒業者等⑥放課後児童健全育成事業の類似事業従事者（２年以上）⑦放課後児童健全育成事業従事者（５年以上）
・支援員等は専ら支援の提供に当たる（利用者が20人未満の場合で、支援員のうち一人を除いた者又は補助員については同一敷地内にある他の事業所等に従事し、支援に支障がない場合は兼務可）
資料出所：厚生労働省資料より金属労協政策企画局で作成。
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[bookmark: _GoBack]＜自治体・地方議員への要請項目＞
病児・病後児・体調不良児の保育の拡充
市区町村に対して、保育所や学童保育の利用児童数・待機児童数と比べ、病児・病後児・体調不良児のための保育施設が適正数確保されているかをチェックし、必要な拡充を行うよう、都道府県として働きかけを行っていくこと。
市区町村に対して、病児・病後児・体調不良児保育施設を利用しようとする者が、ネットで空き状況を確認し、申し込みのできるシステムを整備するよう働きかけること。

　背景説明
病児保育施設については、年々施設数が拡大しており、2017年度には全国2,886カ所（病児対応型985、病後児対応型637、体調不良児対応型1,255、訪問型９）となっています。しかしながら、延べ利用児童数は、同じく2017年度で1,002,925人にすぎず、たとえば保育所などの利用児童数（2017年に255万人）と比べると、２年半に１回にすぎないということになります。地域における状況を確認しながら、その拡充を図っていく必要があります。
学童保育や病児保育に用いられる内閣府の「地域子ども・子育て支援に必要な経費」は、2018年度の執行率が90％で、130億円以上が使われていない状況にあります。大阪市や名古屋市への支出額が横浜市の約４割といったばらつきもあります。市区町村が積極的に交付申請を行うよう、都道府県としても促進していく必要があります。
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image3.emf
(部屋・％)

2017年2018年2019年

割合割合割合

１人～40人17,17558.619,42462.120,23862.0

41人～70人10,50935.910,61734.011,25134.5

71人以上1,6035.51,2243.91,1653.6

合　計29,287100.031,265100.032,654100.0

資料出所：全国学童保育連絡協議会

児童数

資料41　学童保育における１部屋あたりの児童数別の部屋数の分布
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全国計310332160富　山500島　根221

北海道5164石　川795岡　山794

青　森520福　井030広　島020

岩　手9109山　梨140山　口020

宮　城231長　野542徳　島622

秋　田2152岐　阜584香　川121

山　形151412静　岡462愛　媛010

福　島352愛　知17138高　知140

茨　城7105三　重875福　岡571

栃　木7103滋　賀864佐　賀241

群　馬151411京　都140長　崎1188

埼　玉372319大　阪941熊　本10138

千　葉11125兵　庫885大　分050

東　京753奈　良542宮　崎373

神奈川1284和歌山872鹿児島11185

新　潟230鳥　取110沖　縄2086

資料43　学童保育指導員の処遇改善のため「子ども・子育て支援交付金」を申請した市区町村数

(注)1.「放課後児童支援員等処遇改善等事業」は、常勤職員および常勤職員以外の職員の賃金改善に必要な

　　　費用の一部を補助する事業。｢放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業｣は、放課後児童支援員

　　　の経験年数や研修実績などに応じた段階的な賃金改善の仕組みに必要な費用の一部を補助する事業。

　　2.資料出所：全国学童保育連絡協議会資料より金属労協政策企画局で作成。
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（人・校区・％）

2018年2019年増加数2018年2019年増加数

北海道124140161,01423823.5滋　賀19289221209.0

青  森10974-352814716.7京　都162153-93664010.9

岩  手121191073096119.7大　阪469469097512713.0

宮  城372450783694010.8兵　庫87296088746445.9

秋  田8062-181932814.5奈　良12188-3319984.0

山  形401471072414016.6和歌山10555-502397431.0

福　島24446722342810524.5鳥　取6469512086.7

茨　城397345-52472347.2島　根117178611983718.7

栃　木5590353575314.8岡　山14015717381277.1

群　馬66671306196.2広　島193127-66467377.9

埼　玉1,6652,043378808192.4山　口348277-712993712.4

千　葉1,4551,54590776415.3徳　島7046-241853518.9

東　京3,8123,9121001,27120015.7香　川305296-9158138.2

神奈川5716194885218121.2愛　媛2623941322797125.4

新　潟4323-204517015.5高　知96164682259240.9

富　山11297-15185126.5福　岡42951081721415.7

石　川193516199168.0佐　賀270258-1215595.8

福　井0221942110.8長　崎3417-173149730.9

山　梨9960-3916884.8熊　本236201-353414412.9

長　野1437233584011.2大　分11744-73261186.9

岐　阜137148113665414.8宮　崎249234-152356326.8

静　岡7981,0902924976012.1鹿児島387212-17550616332.2

愛　知8408864696613013.5沖　縄758719-392638030.4

三　重7062-83626217.1全　国16,95718,1761,21919,2772,76414.3

資料出所：全国学童保育連絡協議会資料より金属労協政策企画局で作成。

資料40　学童保育待機児童、未設置校区の状況

都道

府県

都道

府県

待機児童数

公立小

学校数

未設置

校区

未設置

比率

待機児童数

公立小

学校数

未設置

校区

未設置

比率


